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₁．は じ め に

　広島市は世界最初の被爆地であり，核兵器の悲惨さを伝える平和記念公園には，
オバマ大統領（₂₀₁₆年）やローマ法王（₂₀₁₉年）など世界から訪問客が絶えない。
この広島で今，大きな議論となっているのが，県内最大級の被爆建物である「旧広
島陸軍被服支廠倉庫」（以下：被服支廠）の取り壊し問題である。
　被服支廠は，旧陸軍が広島市南区出汐に建設した軍需関連工場である。軍服等を
生産する施設であり，大規模な製造・修理工場と保管・供給を行う倉庫群から構成
されていた。現存する建物は₁₉₁₃（大正 ₂）年 ₈月に建設された倉庫 ₄棟（₁₀～₁₃
番庫）である。 ₁棟の高さ ₁₅m，長さ ₉₁m～₁₀₅mの巨大な赤レンガ倉庫（鉄筋コ
ンクリート造・レンガ造， ₃ 階建）が ₄ 棟，L字型に配置されており，総延長は 

₅₀₀mにも達する。爆心地から東南方向 ₂.₆₇kmに位置し，西面した ₃ 棟の鉄扉の
いくつかは被爆時の爆風で変形している。終戦後は日本通運の倉庫や広島大学の学
生寮などに使用されたが，₁₉₉₇年以降は閉鎖され，住宅地の中にたたずんでいる。
広島市民の多くはその存在を知らず，あるいは知っていてもその価値を意識せずに
きた。 ₄棟のうち ₃棟は広島県， ₁棟は国が所有している。
　広島県は博物館等での利活用を検討してきたがまとまらず，₂₀₁₈年 ₁ 月には，耐
震性能等調査で震度 ₆強の地震で倒壊又は崩壊する危険性が高いとの調査結果を踏
まえ，耐震改修が必要だが ₁棟につき約 ₄～₃₃億円の費用がかかるとの試算結果が
公表された。約 ₄～₃₃億円と金額差が大きいのは， ₄億円は劣化防止の補修費用の
み，₃₃億円は全体を耐震改修し全館の再活用が可能とする場合である。広島県では
₂₀₁₉年₁₂月，所有する ₃ 棟のうち ₁ 棟は約 ₅ 億円で補修工事を行い存続させるが，
残り ₂棟は解体することを提案。国は所有する ₁棟について，広島県の動きを踏ま
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えて対応する方針であることが報道されている。
　しかしながら，こうした建物解体方針の報道以降，存続を求める市民団体等から
解体反対の意見が相次ぎ，国会議員も巻き込んだ存廃騒動に発展している。なお，
耐震改修費用の見積もりは過大ではないかとの指摘がなされ，その後の再調査によ
り₂₀₂₀年₁₂月に公表された見積もりでは，全館が再活用できるように耐震改修する
場合の工事費は₃₃億円から₁₇.₇億円に修正された。

被服支廠の ₁棟当たりの概算工事費

活用案
今回調査
₂₀₂₀年₁₂月

前回調査
₂₀₁₈年 ₁ 月

①
耐震改修は行わず，建物外観を保存し，外部から見学を可
能とする案

₃.₉億円 ₄億円

②
耐震改修を行い， ₁ 階は人の立ち入り制限なし， ₂ ～ ₃ 階
は人の立ち入り制限ありで，内部の見学を可能とする案

₅.₈億円 算出せず

③
耐震改修を行い，人の立ち入り制限のない状態で， ₁ 階の
₃ 分の ₁ のみ会議室として利用し， ₂ 階と ₃ 階は見学を可
能とする案

₁₃.₂億円 ₂₃億円

④
耐震改修を行い，人の立ち入り制限のない状態で， ₁ 階は
博物館， ₂階～ ₃階は会議室として利用する案

₁₇.₇億円 ₃₃億円

（出所）広島県

₂．原爆ドームは市民運動により存続した

　被服支廠の存廃を考える上で参考となるのが，被爆建物の代表ともいえる「原爆
ドーム」である。どのような経緯で保存されることになったのか，大牟田稔（元中
国新聞記者）は「被爆建造物の保存・継承の歩み」iにおいて，保存に至る経緯を記
している。以下は主な項目を時系列で整理したものである。

・₁₉₅₁年，浜井広島市長，大原広島県知事，森戸広島大学長が座談会を行ってい
る。浜井市長は「私は保存しようがないのではないかと思う。石の人影，ガス
タンクとも消えつつあるし，いま問題となっているドームにしても金をかけさ
せてまで残すべきではないと思っています」，大原広島県知事は「敵がい心を
起こすのなら別だが，平和の記念とするのなら残さなくてもいいと思う」，森
戸広島大学長は「私も残す必要はないと思いますネ。‥‥いつまでも残してお
いてはいい気分じゃない」。
・₁₉₆₀年代にはいると，廃墟の傷みがはげしくなったことから，保存工事につい
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て盛んに議論された。
・₁₉₆₀年 ₈ 月₂₈日，「広島折鶴の会」は，原爆の子の像の前で原爆ドームの保存
を訴え，募金と署名活動をはじめた。
・₁₉₆₄年₁₁月₂₆日，広島市原水協は常任理事会で原爆ドーム保存運動を起こすこ
となどを決議した。
・₁₉₆₄年₁₂月₂₂日，₁₁の平和団体代表が大同団結して，浜井市長に原爆ドームの
永久保存を要請した。これに対し，浜井市長は，₁₉₆₅年度に調査研究費を計上
することを約束した。
・₁₉₆₅年 ₇ 月，原爆ドームの保存方法の調査を行った広島大学の佐藤教授が「原
爆ドームは補強すれば保存できる」との見解を示した。
・₁₉₆₆年 ₇ 月₁₁日，広島市議会は原爆ドーム保存を要望する決議を満場一致で可
決した。
・₁₉₆₆年 ₇ 月₁₅日，広島市は原爆ドームの保存工事を一般からの募金で賄うこと
を発表し，募金運動を開始した。
・₁₉₆₆年₁₁月 ₁ 日から目標額₄,₀₀₀万円で募金活動を開始，翌年 ₃月₁₄日には目標
額を達成し，最終的には₆,₈₀₀万円が集められた。
・₁₉₈₉年 ₂ 月，保存工事から₂₀年が経過し，₁₉₈₉年秋からドームの補修工事を ₂
億円かけて実施することを決定。市費 ₁億円，募金目標額 ₁億円， ₅月 ₁日か
ら募金を開始。₈月 ₅日には ₁億円に達し，最終的には ₃億₉,₆₀₀万円に達した。
上回った募金は，基金として残し，今後の改修費用に充てられることになった。

　原爆ドームは今では世界遺産にも登録され，取り壊しが検討されていたことを知
る人は少ないが，広島市長も広島県知事もこのドームの保存には当初，消極的であっ
た。これを保存させたのは「広島折鶴の会」から始まった市民運動であり，保存費
用の多くは全国からの募金によって賄われている。
　保存決定前に広島市は，原爆ドームの存廃に関する「広島原爆体験者についての産
業奨励館保存の是非と希望に関する世論調査」（₁₉₄₉年₁₀月）を行っている。産業奨
励館の残骸の保存を望むは₆₂％，取り払いたいは₃₅％となったとされているii。広島
県では ₁年前，被服支廠を保存するか取り壊すかのパブリックコメント （「旧陸軍被服
支廠の安全対策等の対応方針に係る意見募集について」₂₀₁₉年₁₂月～₂₀₂₀年 ₁ 月） を
行い₂,₄₄₄件の賛否が寄せられた。広島県の ₁棟のみ保存・ ₂ 棟解体への賛成は₃₀％
にとどまり，₃棟保存を希望するが₆₁％となった。原爆ドームの存廃に関するアンケー
ト調査結果と，今回の被服支廠の存廃に関するパブリックコメント結果を比較すると
非常に似た結果となっている。原爆ドームはその後の市民運動や募金運動で残された。
被服支廠が保存されるか否かを決めるのも市民運動・募金活動なのかもしれない。
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原爆ドームの存廃に関する世論調査結果
保存 取り払い その他

₆₂％ ₃₅％ ₃％

（出所）「広島原爆体験者についての産業奨励館保存の是非と希望に関する世論調査」（₁₉₄₉年₁₀月）

被服支廠の存廃に関する世論調査結果
₃棟保存 ₁棟保存 全棟解体 その他

₆₁％ ₃₀％ ₅％ ₃％

「旧陸軍被服支廠の安全対策等の対応方針に係る意見募集について」（₂₀₁₉年₁₂月～₂₀₂₀年 ₁ 月）

₃．被服支廠の保存価値

　被服支廠の存続価値について，①原爆の語り部としての価値，②加害者と被害者
の両方の歴史を刻む建物としての価値，③経済的な価値，④建築物としての価値，
という ₄つの視点から考察した。

（₁）原爆の語り部としての価値
　広島では，核兵器の悲惨さについて多くの被爆者が語り部として伝えてきた。し
かしながら，戦後₇₅年を経過し，被爆者が高齢化し亡くなっていく中で，被爆者か
ら被爆体験を聞く機会は減ってきている。
　さらに，₂₀₂₀年は新型コロナ禍の影響も加わり被爆者の声を聴く機会は大きく減
少，それに代わって被爆建物が例年以上にマスコミで取り上げられることが増えた
ように思われる。
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（出所）厚生労働省「被爆者数の推移」から筆者作成
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　広島市では₁₉₉₃年に被爆建物等保存・継承実施要網iiiを定め，爆心地から ₅キロ
メートル以内に現存する建物を被爆建物として被爆建物台帳に登録し，所有者に保
存・継承の協力を呼びかけ，保存工事の際に費用助成を行なっている。₂₀₂₀年末時
点で₈₆件の建物が被爆建物として登録されているiv。
　もっとも，被爆建物も戦後₇₅年を経過し取り壊しや改築などが進んでいる。₁₉₉₆年
に₉₈件あった被爆建物は，₂₀₂₀年末では₈₆件（公共所有₂₂件，民間所有₆₄件）に減少
している。残る₈₆件についても，建て替え等により旧建物の一部が残っているだけの
建物も多い。「陸軍兵器支廠」（兵器を製造・保管，₁₉₀₅年設置）は，その一部が広島
大学医学部医学資料館となっているにすぎず，「陸軍糧秣支廠」（食料を製造・保管，
₁₉₁₁年設置）は，郷土資料館に改修され当時の雰囲気はあまり残っていない。被爆建
物として登録されていても，被爆の痕跡を生々しく伝える建物は少なくなっている。
　被服支廠は，高さ₁₅m，総延長₅₀₀mに及ぶ最大級の建物としての迫力と，西面
の鉄扉が被爆による爆風で変形しているなど原爆の痕跡を伝えている。また，被爆
直後には臨時救護所となり，多くの被爆者がなだれ込み次々と命尽きていった歴史
を有し，その様子は峠三吉の原爆詩集に収められた「倉庫の記録」に生々しく描写
されている。

（₂）加害者と被害者の両方の歴史を刻む建物としての価値
　原爆被害の悲惨さは語られることが多いが，広島が原爆投下目標となった理由を
知る人は少ない。広島市は，戦国時代末期に毛利輝元が広島城を築いたことで生ま
れた都市だが，この都市が大きく発展したのは，日清戦争において海外派兵基地と
なり，これを機に，陸軍や軍需関連産業が発展・集積したことが大きい。陸軍被服
支廠は，広島の軍需関連産業を代表する施設の一つである。
　原爆投下時の広島市は西日本を代表する軍都となっていた。広島市には，第 ₂総
軍，陸軍船舶司令部，中国軍管区，中国憲兵隊など ₄万人以上の軍人が駐留してい
たとされている。大日本帝国陸軍は本土決戦に備え₁₉₄₅年 ₄ 月，総軍制を発令，日
本国土を鈴鹿山系で二分し，東は第 ₁総軍（司令部東京），西は第 ₂総軍（司令部
広島）に統括させることとしていた。
　そして，原爆が投下される。原爆投下目標は，第 ₁候補広島，第 ₂候補小倉，第
₃候補長崎となり，広島が最初の被爆地となった。米国の第 ₂回原爆投下目標選定
委員会（₁₉₄₅年 ₅ 月）記録には，広島を原爆投下目標とした理由として，「ヒロシ
マ　ここは重要な陸軍兵站基地であり，市街工業地域のまっただ中に兵員の積出港
を持っている。レーダー攻撃の目標としてふさわしく，またその規模からして市街
の大部分を広汎に破壊することが可能となる」と記されているv。
　このように広島は，軍隊とともに発展し日本を代表する軍都となったことで，原
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爆投下目標となり，日本で最も破壊された都市となった。広島には原爆ドームなど
の被爆建物が残るが，その多くは被害者としてのヒロシマの歴史を刻んでいる。こ
れに対し，被服支廠は，戦前は軍服等を製造・保管し，被爆時には原爆の爆風によ
り鉄扉が変形し，被爆直後には臨時救護所となって多くの被爆者がなだれ込み次々
と命つきていったという，加害者と被害者の両方の歴史を刻む建物である。

（₃）経済的な価値
　被服支廠の取り壊し理由に多額の保存費用の問題がある。この問題を考える上で
も原爆ドームが参考となる。原爆ドームの保存費用の多くは，前述のとおり，全国
からの寄付金で賄われた。現在は，当時はなかった「ふるさと納税制度」や「クラ
ウドファインディング」などの新しい制度も整っている。「ふるさと納税」制度で，
広島の被爆建物である被服支廠の保存費用への支援を求めれば，これに応じてくれ
る人はかなりいるのではないだろうか。
　さらに重要なことは，広島では，平和公園・原爆ドームに多くの観光客が訪れる
ことで多額の経済効果が生じている。₂₀₁₉年の平和記念資料館の入館者数は₁₇₆万
人であるvi。広島県の統計によれば，₂₀₁₉年の広島市の観光客一人当たりの観光消
費額は₁₆,₀₄₇円となっているので，平和記念資料館を訪れた観光客による広島市内
の観光消費額は ₁ 年間で₂₈₂億円に達することになる。平和記念資料館を目的に広
島を訪れる者が ₁％増加すると，広島市での観光消費額は年間₂.₈億円，₁₀％増加
すると年間₂₈億円の増加となる。
　広島市民は世界最初の被爆地であることで観光客から儲けようとする意識はあま
りない。 ₈月 ₆日の平和記念式典も昭和₂₀年代には，大勢の観光客を集めるような
式典開催を試みて市民から反発を買い，現在のようなおごそかな形になった。そう
ではあるが，広島に世界中から多くの人が訪れることで多額の観光消費が生じている
のも事実である。ただし，広島の観光産業の課題は，平和公園・原爆ドームと宮島・
厳島神社だけを見て，次の観光地に移動してしまう観光客が多いことである。広島
市の観光統計によれば，₂₀₁₉年に広島市を訪れた観光客のうち広島市に宿泊した割
合は₄₂％にとどまっており，一人当たり観光消費額が多くないという課題があるvii。
　平和記念資料館・原爆ドームと宮島・厳島神社以外に観光客が足を運びたくなる
施設が増えれば，滞在時間が長くなり宿泊比率が上昇する。そうなると，広島市の
経済効果はさらに拡大する。₂₀₁₉年の平和記念資料館の入館者数₁₇₆万人，外国人
比率₃₀％が全く変わらなくても，下表のとおり，宿泊比率が₄₂％の現状では₂₈₅億
円の観光消費額が宿泊比率₅₀％で₃₄₄億円，₆₀％で₃₇₄億円に増加するとの試算結果
になった。このように大きく増加するのは，宿泊と日帰りでは，一人当たり消費金
額が大きく違うからである。広島県を訪れている観光客の一人当たり観光消費額
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（₂₀₁₈年と₂₀₁₉年の平均値）は，日本人の日帰りでは₃,₅₁₆円だが，日本人の宿泊で
₁₈,₆₉₇円，外国人の宿泊で₆₅,₁₈₈円と大きく増加する。

平和記念資料館の入館者の観光消費額の宿泊比率の変化による影響
宿泊比率 ₄₂％ ₅₀％ ₆₀％

一人当たり金額 ₁₆,₁₉₂円 ₁₉,₅₆₇円 ₂₁,₂₅₈円

観光消費額 ₂₈₅憶円 ₃₄₄億円 ₃₇₄億円

（注）試算の前提や試算方法の詳細は別添資料参照。

　保存改修費用に加え維持費用も増えると心配する声はあるが，費用がいくら必要
かよりもどれだけ多くの人に見てもらえるかが重要である。被服支廠を見学する人
が増えれば，観光消費額の増加による経済効果が各種費用を上回る可能性が高い。

（₄）建築物としての価値
　広島県「たてものがたり」によれば，明治期の歴史主義建築と昭和期のモダニズ
ム建築の間に位置する作品であり，全体としては機能を優先したシンプルな造形の
なかに若干の装飾を施されています。外観
はレンガですが，実際はレンガと鉄筋コン
クリートを組み合わせた珍しい構造となっ
ており，コンクリートの建物としては国内
最古級の貴重なものです。また，これほど
の規模で往時の軍需工場が現存する場所は
全国的にみても少なく，歴史的な価値も高
いといえますviii。と説明している。
　なお，建築物の評価については，建築関
係者の資料ixを参考にしていただきたい。

₄．被服支廠の活用案

　被服支廠の保存・活用方法については，
被服支廠がその価値を最大限発揮されるよ
うに考えるべきである。
　例えば，第 ₁ 号棟は現状のままで見学で
きる形に保存，第 ₂ 号棟は博物館，第 ₃ 号
棟は講演会ホール・会議室，第 ₄ 号棟はカ
フェ・レストラン・お好み焼・休憩ラウン

被服⽀廠周辺地図
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ジといった形が考えられる。
　仮に，平和記念資料館の来館者の ₁割が被服支廠に来ると年間₁₇万人， ₂割だと
₃₄万人になる。₃₄万人は，広島城の天守閣や縮景園の入場者数と同レベルの人数で
ある。
　それだけの人数に対応できる駐車場が必要となるが，被服支廠の敷地内に確保す
るのは難しい。大型バスは被服支廠の西側にある住宅地の西側の大通り（道幅₃₆ｍ）
から来るが，被服支廠の西側と南側は ₄ｍ道路と狭く，大型バスは入れない。この
ため ₁号棟の北側にある広島県立広島皆実高校の敷地の一部か，西側にある住宅の
一部を買い取り大型観光バスが駐車可能な駐車場を確保していくことが必要である。

₅．ま　と　め

　戦争遺構で観光客が増えるのか，疑問に思うかもしれないが，外国人観光客に人
気のWebサイトである Trip adviserの「旅好きが選ぶ！外国人に人気の日本の観
光スポット ₂₀₂₀」によれば，京都の伏見稲荷大社や奈良の東大寺などの観光地を
抑え，「広島平和記念資料館（原爆ドーム，平和記念公園等を含む）」が全国 ₁位と
なっている。平和記念資料館だけで年間₁₇₆万人が訪れているが，広島には他にも
貴重な戦争遺構が眠っている。
　例えば，平和公園の近くにある広島城跡には，広島が軍都であった歴史を示す大
本営跡や中国軍管区司令部跡がある。中国軍管区司令部には被爆当日，比治山高等
女学校の女生徒が学童動員されていた。多くの女生徒が死亡したが，生き残った二
人の女生徒が同司令部から被害の第一報を外電した場所であるが x，被服支廠と同
様に，見学施設となっていない。
　戦争遺構を保存し多くの人に見学してもらうことは，世界最初の被爆地であり，
「国際平和文化都市」を標榜する広島の責務である。そして，多くの見学者が訪れ
ると，こうした保存費用を上回る経済効果が生じる。

　本稿は，₂₀₂₁年 ₁ 月時点での情報を元に分析したものである。

（補足資料）平和記念資料館の入館者の観光消費金額の試算方法
₁． 平和記念資料館の資料により，入館者数は₁,₇₅₈,₇₄₆人，外国人数は（₃₀％），
日本人数（₇₀％）を前提としている。

₂． 外国人と日本人の宿泊の割合は₂₀₁₉年の広島市₄₂％（広島市「令和元年（₂₀₁₉
年）広島市観光客数について」）をベースとして，₅₀％，₆₀％で試算。

₃． 観光消費額単価（一人当たり消費金額）は観光庁共通基準による観光入込客統
計の広島県分のデータを使っている。ただし，外国人を中心にデータの振れが
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大きいので， ₂年間の平均値を算出して使用した。

上記の一人当たり観光消費額と宿泊比率により総消費金額を試算（円）
入館者数 ₁人あたり観光消費額 総消費金額

宿泊比率₄₂％ ₁,₇₅₈,₇₄₆ ₁₆,₁₉₂ ₂₈,₄₇₇,₇₄₄,₉₁₁

宿泊比率₅₀％ ₁,₇₅₈,₇₄₆ ₁₉,₅₆₇ ₃₄,₄₁₂,₅₂₂,₈₁₁

宿泊比率₆₀％ ₁,₇₅₈,₇₄₆ ₂₁,₂₅₈ ₃₇,₃₈₇,₉₇₅,₉₃₁

上記表から以下の ₁人あたりの消費金額を算出（円）
₂₀₁₈年 ₂₀₁₉年 平均（₂₀₁₈・₂₀₁₉）

日本人日帰り ₃,₅₇₄ ₃,₄₅₈ ₃,₅₁₆

日本人宿泊 ₁₇,₉₄₈ ₁₉,₄₄₇ ₁₈,₆₉₇

外国人日帰り ₂,₈₄₂ ₉,₉₃₉ ₆,₃₉₁

外国人宿泊 ₆₁,₁₈₂ ₆₉,₁₉₄ ₆₅,₁₈₈

調査時期：₂₀₁₉年

都道府県

①観光入込客数（千人回） ②観光消費額単価（円／人回）

県内 県外 県内 県外

宿泊 日帰り 宿泊 日帰り 宿泊 日帰り 宿泊 日帰り

日本人観光 ₁,₁₃₆ ₉,₃₉₆ ₂,₁₂₇ ₂,₉₄₀ ₉,₆₉₈ ₂,₃₃₂ ₂₀,₃₉₃ ₆,₇₁₆

日本人ビジネス ₁,₅₁₂ ₁₈₄ ₃,₇₄₈ ₇₂₆ ₂₃,₅₂₉ ₂,₅₇₉ ₂₀,₂₁₇ ₅,₀₇₃

訪日外国人 ₅₁₅ ₁,₃₈₆ ₅₃₄ ₁₂₆ ₂₀,₉₅₅ ₉,₉₇₀ ₁₁₅,₇₅₅ ₉,₆₀₇

調査時期：平成₃₀年

都道府県

①観光入込客数（千人回） ②観光消費額単価（円／人回）

県内 県外 県内 県外

宿泊 日帰り 宿泊 日帰り 宿泊 日帰り 宿泊 日帰り

日本人観光 ₁,₂₂₆ ₁₀,₄₅₈ ₁,₉₈₂ ₂,₈₃₄ ₁₁,₅₆₀ ₂,₄₅₄ ₁₈,₉₄₉ ₆,₈₂₆

日本人ビジネス ₁,₂₈₁ ₃₀₅ ₃,₁₉₂ ₇₀₅ ₂₁,₄₆₂ ₇,₆₃₇ ₁₈,₃₇₀ ₅,₃₆₆

訪日外国人 ₃₈₅ ₇₂₅ ₄₄₇ ₃₆ ₁₉,₁₄₇ ₂,₆₂₂ ₉₇,₃₅₄ ₇,₃₀₈
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注
 ₁） 大畠汐梨は，広島文教大学グローバルコミュニケーション学科 ₃年で，資料収
集および ₁．₃．⑴・⑷， ₄ を担当，松原淳一は同学科教授で，それ以外の部
分および全体監修を行った。
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